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第1部 第1章 第2章 第3章

2021
（案）

福島復興の進捗

2050 年カーボンニュートラル
実現に向けた課題と取組
①民間企業・金融の脱炭素化動向、コロナの影
響、②諸外国の動向、②2050 カーボンニュート
ラルに向けた課題と取組、イノベーションの実現

エネルギーセキュリティの変容
①化石資源に係るエネルギーセキュリティ、②エネ
ルギーセキュリティの構造変化、③構造変化を踏
まえたエネルギーセキュリティの評価

2020

2019

2018

2017

2016
2

（参考）エネルギー白書第1部のテーマの変遷

（JOG法、FIT 法、小売自由化）

（エネ基・情勢懇）

（エネルギーミックス）

（長期戦略）

¸ 第１部の内容が、その年の白書を特徴付ける

（強靭化法）



第１章福島復興の進捗

エネルギー政策を進める上での原点～原子力災害からの福島復興～
¸ 2021 3 10

福島の復興（オフサイト）

¸

V ◙ꜘỸӽΤϣχ יּ
8.1 ˢ2013.8ˣ̰ 2.2 ˢ2020.4ˣ

¸

V χ ᵫ (2020.3)ʺ χׄχ

¸ Ṅ
V 15◕ χḼỘ 398Ὧʺᾼ 4,610 ˢ2020.12x

¸

V кЩАЕГІЕТϰ˔иЖˢ2020.3 ᵫ ˣ
V ϵКиϻ˔ᾆẕТϰ˔иЖˢ2020.3ᵫ ˣ

¸

V 1F  χ 96̋χϵзϯΥ ῐ χ

¸

Ḳ

540 / ˢ2014.5ˣ̰ 140 / ˢ2020 ˣ

ALPS ṕ2021.4 Ṗ

ḲễỆ

Ḳ

東京電力福島第一原発の廃炉（オンサイト）

残された課題への対応

Ẇ ALPS

Ẇ

V 2031 τ ‹Ṑπḁ ʻ

Ẇ

Ẇ

V ọ™ Ấ Ỹӽˢ6 ˣχ ʾ ◙ꜘᵔ

V ọ™ Ấ Ỹӽᵰχᵔ τΰΪθ ΰ χᾁ

Ẇ

Ẇ

3ẑALPSṏAdvanced Liquid Processing System

ẑ
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第２章 2050 年カーボンニュートラル実現に向けた課題と取組

エネルギーを巡る情勢の変化－民間企業の脱炭素化と新型コロナ－

Ṯ ESG ṯ

出典：Global Sustainable Investment Review2018より経済産業省作成
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¸ 民間でも脱炭素化に向けた取組が加
速 ESG投資の増加と投資戦略の多角化 RE100 自主的に脱炭素化を宣言

サプライチェーンの企業に対しても脱炭素化を求めるケース ṕクレジットも利用
Ṗ脱炭素エネルギーへのアクセスが立地競争力（国‐国／都市‐地方）に影響

¸ オンライン化による移動回避など永続的な影響となる

Ṯ ESG ṯ
Ṯ ṕ Ṗ GDP ṯ

4出典：各社プレスリリース等から経済産業省作成

出典：IEA, Oil Market Report, IMF, World Economic Outlookより経済産業省作成

出典：IEA, Oil Market Report
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＜石油製品別需要の比較（世界）：2021年（予測）対2019年＞
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ESG投資は年々拡大、投資先にも脱炭素化を誘導

調達先の企業にも脱炭素化を求める
企業が出てきている

新型コロナの影響により、石油需要（世界）は経済の停滞に伴い
一時大幅に落ち込み、まだ戻り切っていない

会議のオンライン化等により航空用燃料の落ち込みが継続
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第２章 2050 年カーボンニュートラル実現に向けた課題と取組

2050 年カーボンニュートラル実現に向けた道筋
¸ 2020 10 2050 年にカーボンニュートラル ṕẑṖ

電力部門では非化石電源の拡大 非電力（産業・
民生・運輸）部門では、エネルギーの電化、電化しきらない熱の水素化、それでも残るCO2の回収・
利活用（メタネーションや合成燃料等）を通じた脱炭素化

¸ 諸外国も相次いでカーボンニュートラルを宣言（12 6か国・地域が宣言） 単一
の道筋にコミットせず、複数の「シナリオ」に基づき様々な可能性を追求

ẑ20214 2030 2013 46%
50%

Ḳ 2 11 17

日本 EU 英国 米国 中国

2020

2030

2040

2050

2060

1990年比で
少なくとも
55%減(NDC)

1990年比で
少なくとも
68%減(NDC)
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2021 1

2030
CO2

ṕ Ṗ

カーボン
ニュートラル

（長期戦略）

Ḳ

カーボン
ニュートラル

（法定化）

カーボン
ニュートラル
気候ｻﾐｯﾄ
にて表明

カーボン
ニュートラル

（国連演説）

カーボンニュートラルへの転換イメージ 日本及び諸外国の目標等の表明状況

2005
50~52%
(NDC)

2013年度比で
46%減、さらに
50%の高みに向
けて挑戦(温対会
議・気候サミット
にて総理表明)

カーボン
ニュートラル
（法定化）

ẑ
Ḳ CO2
ẑDACCSḲCO2 ṕDirect Air Capture Ṗ (Storage)



第２章 2050 年カーボンニュートラル実現に向けた課題と取組

2050 年カーボンニュートラルに向けた日本の産業・技術競争力

6

¸ 2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略ṕ2020 12 Ṗ 14 分野の各国の特
許競争力 ṕ 10 各分野の特許数のほか、特許の注目度、排他性等を定量評価Ṗ

¸ 水素、自動車・蓄電池、半導体・情報通信、食料・農林水産の4分野で首位
他の6分野でも世界第2位又は第3位

¸ CO2を資源として活用する「カーボンリサイクル」日本のものづくりの力を活かしやすい分野

エネルギー関連産業 輸送・製造関連産業 家庭・オフィス関連産業

洋上風力
燃料

アンモニア
水素 原子力

自動車
・蓄電池

半導体・
情報通信

船舶
物流・
人流・

土木インフラ

食料・
農林水産

航空機
カーボン
リサイクル

住宅・建築物
次世代太陽光

資源循環
ライフ
スタイル

第１位 中国 米国 日本 米国 日本 日本 韓国 中国 日本 米国 中国 中国 中国 中国

第２位 日本 中国 中国 中国 中国 米国 中国 米国 米国 フランス 米国 日本 米国 米国

第３位 米国 日本 米国 イギリス 米国 中国 日本 韓国 韓国 中国 日本 米国 韓国 日本

第４位 ドイツ ドイツ 韓国 日本 韓国 韓国 米国 日本 中国 日本 韓国 韓国 日本 フランス

第５位 韓国 イギリス ドイツ 韓国 ドイツ 台湾 ドイツ ドイツ フランスイギリスフランス ドイツ フランス ドイツ

順位 企業名 国名 特許競争力

１ エクソンモービル 米国 268,278

２ 三菱重工業 日本 240,381

３ 中国科学院 中国 151,949

４ エア・リキード フランス 141,046

５ 東芝 日本 124,863

現在はバイオ
燃料やCCS

人工
光合成

日本企業が
上位を独占

CO2吸収
コンクリート

ポリカーボ
ネート

ẑ2010Ṍ2019
ṕ Ṗ

Ḳ ṕ Ṗ Ễ

特許競争力の国別比較

カーボンリサイクル分野の特許競争力（企業別）

Ḳ

順位 企業名 特許競争力

１ 人工光合成化学プロセ

ス技術研究組合β
9,563

２ 富士フィルム 9,311

３ 東京大学 7,529

４ 信越化学 6,663

５ 東京理科大学 5,099

β三菱ケミカル、富士フィルム、INPEX、ﾌｧｲﾝｾﾗｯﾐｸｽｾﾝﾀｰ、
三井化学、TOTOによる技術研究組合

Ḳ



第２章 2050 年カーボンニュートラル実現に向けた課題と取組

（参考）特許競争力の国別比較 各分野の分析結果概要
Ὣᴮᵵ

1 ▀Ộ
V Υʺ Ϭ ΦΨ ΰο ӡʻ ψʺ Ẩ ḻ Ϝ ΜΥʺ Ẩχ Ϟ Ϝ‰
Ψʺ ∞ẵ Υ‰Μρ ᴣήϦϥʻ

2 ϯрЯИϯ▀Ộ
V ψʺϵϼЊрЯ˔РиΥ ΰθ ∞ẵ Ϭⱱκʺ ӡρσμοΜϥʻ
V Υ2ӡπΚϥΥʺ Ẩ ḻ ψ ϢϤ ΜʻϘθʺ ᶘʾᾆẕṐḩΥ Ẩ ḻּיχ ʻ

3 ▀Ộ
V ψʺꜛ τϢϥזּ͏˔Ю˔ϸכּ ꜛ ḩכּ χ ẨΥΪϭԏΰʺ ӡʻ
V Ϝʺꜛ Ю˔ϸ˔Υכּ ӡϬ ϛοΜϥʻ

4 ᾖ◓ ▀Ộ
V ψᾖ◓ ḩ ṐṀχ πχẵ Υ‰ΜΥʺ χ ψʺSMRϞ‰ᴛϹІ χ
ⱳ ᶗ Ϟᶋ ›πΚϤʺ ʾ Υ Ẩ ḻ ʺ Ϟ ρϜτ‰Μʻ

5 ꜛ ʾכּ ▀Ộ
Vᶆχꜛ Ю˔ϸ˔Υכּ ӡϬ ϛʺ Ю˔ϸ˔ʾ ∙Ю˔ϸ˔Υζχῇτ ϭπΜϥʻ

ψʺꜛ ʺΥΪϭԏΰזּ͏˔Ю˔ϸכּ ӡʻ

6 ʾ ▀Ộ
VОм˔ σςχ ΥΪϭԏβϥἹπ Υ ӡρσμοΜϥʻ
V Ϝ ḻ Υ σΜϜχχʺ Ẩχ Ϟ ψ‰Ψʺ ∞ẵ Υ‰Μʻ

7 ▀Ộ V ӡ3ӡϘπϬḫḼỘΥ ϛοΣϤʺḫΥ‰Μ ∞ẵ Ϭⱱνʻ

8 ʾ ʾ ϱрТж▀Ộ
V ֫ τḩϩϥḼỘˢꜛ ʾכּ ˣϞ χḼỘΥ ӡτʻ ψ Ẩ ḻ Υ Ψʺ

Ẩχ Ϟ Ϝ‰Μʻ

9 ʾ ▀Ộ
Vᴛע῟ᴮϹІẊ τḩϩϥ ▀Ṫ Ϟḩ Ṑἇ χṪ χ ẨϬ ʻ χ ṐἇЮ˔
ϸ˔Υ ӡϬ ˢ ϵКᴟσςˣΰοΣϤʺ Υ ӡτʻ

10 ‚ἋṐ▀Ộ V‚ἋṐЮ˔ϸ˔ˢ Щ˔ϱрϽʺ ϵϯНІˣΥếΨʺ ӡΥ ʺ2ӡΥТжрІʻ

11 ϸ˔ЩрзЂϱϼи▀Ộ
VНϱϷ ρCCSḩἰχ ẨΥ Ϭ ϛοΜϥʻζϦτ ΨЅариρΰο ῬΊ› ʺCO2
Ẋ Ѐрϼз˔ЕΥΚϥΥʺᾝⱲ πψ ψ σΜˢ πψ χ ∞ẵ ψ‰Μˣʻ

12
ʾὺ ▀Ộ˗

ⱳ ἷ Ί▀Ộ
V Ί ḩἰχ ẨΥ ӡϬ ϛʺ ψ Ẩ ḻ Υ Ψʺ Ẩχ Ϟ Ϝ‰Μʻ

Ϝ Ί ḩἰḼỘϬ τὲ ΰοΜϥʻ

13 Ɫᾛ ḕḩ ▀Ộ
VЁЬʾױ σςτḩϩϥṪ χ ẨϬ ʻ ψʺ Ẩ ḻ Υ Ψ ӡτʻ ᶘʾᾆẕ
ṐḩΥ ӡϬ ϛοΜϥʻ

14 жϱТІЌϱиḩ ▀Ộ
VCO2⌡ᾚτἰϥ“ ϞЄϴϯзрϽʺṓῙ σςτḩϩϥṪ χ ẨϬ ʻ Υʺ

Ẩ ḻ Υ Ψ ӡτʻ
7



第３章 エネルギーセキュリティの変容

エネルギーセキュリティの重点の変遷

8

¸ ṕ
2015Ṗ 電力の安定供給能力（停電時間）の数値が回復

¸ エネルギーセキュリティの重点は、気候変動対策の活発化、再エネ大量導入等を背景に変遷

1973

t ime

2005

2010

2015

2020

●IEA 発足( ‘74)

●ｵｲﾙｼｮｯｸ( ‘73)

●京都議定書( ‘97)

●ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ( ‘08)

●ｺﾍﾟﾝﾊｰｹﾞﾝ合意( ‘09)

●東日本大震災( ‘11)

●パリ協定( ‘15)

●Covid19 感染拡大( ‘19)

●COP26( ’21: 予定)

エネルギーセキュリティの考え方 世界の出来事

●北アメリカ大停電( ‘03)

＜日本＞

Ṯ ṯ
¸ 化石燃料の安定的

な輸入に重点
ま̧た、災害の多い日本の状況を踏まえ、不測の事態への対応
力、レジリエンスを評価

¸気候変動対策や再エネ大量導入などエネルギーを巡る環境
が変化

¸IEAは、電力システムの柔軟性やサイバーセキュリティ対策
等の重要性を主張しており、対応する評価指標を追加する
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ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ԇ֥֔Ԋ֪ԃGDP

ṕ Ṗ

従来の定量評価指標

①
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変
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エネルギーセキュリティの重点の変遷（IEA ） エネルギー白書におけるセキュリティ評価指標



第３章 エネルギーセキュリティの変容

日本の定量評価

9

¸ 蓄電能力と電力のサイバーセキュリティを新
たに定量評価

¸ 蓄電能力は揚水発電容量が大きいため足下では高い評価。今後は、再エネ大量導入に必要
な柔軟性を生み出す 蓄電容量拡大が重要

①一次エネルギー自給率

②エネルギー輸入先多様化

③エネルギー源多様度

④チョークポイントリスクの
低減度（中東依存度等）

⑤電力の安定供給能力
（停電時間）

⑥エネルギー消費のGDP原単位

⑦化石燃料の供給途絶対応能力
（石油備蓄）

⑧蓄電能力（蓄電容量（揚水等）
／蓄電池及び素材の調達分散度）

⑨電力のサイバーセキュリティ

こ
れ
ま
で
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
白
書
で
対
象
と
し
た
指
標

今
回
追
加
し
た
指
標

¸エネルギー調達の観点では、①エネル
ギー自給率及び④チョークポイントリス
ク対策が低く、②エネルギー輸入先と③
エネルギー源多様度が高いという評価

¸地理的特性の近い韓国と似た評価となっ
ている

¸⑤電力安定供給能力（停電時間）につい
ては、日本は災害が多いにもかかわら
ず、他国と遜色のない評価

¸⑥省エネについても、日本は産業を多く
抱える中でも比較的高い評価

¸⑦石油備蓄については、最大輸入地域か
らの輸入が停止した場合の対応可能日数
を評価。備蓄量は多いが、中東依存度の
高さが影響し、平均的な評価に

¸再エネ主力電源化に必要な柔軟性を評価
するため⑧蓄電能力（蓄電容量・蓄電池
調達）と、再エネを含む電力システムの
電子的な制御が増加する中で⑨サイバー
セキュリティ対策に注目し、評価を実施

¸⑧蓄電能力は、揚水発電容量が大きいた
め蓄電容量の評価は高いが、蓄電池（本
体・素材）の調達分散度が小さいため蓄
電池調達の評価は低い。総合で高評価。

¸⑨サイバーセキュリティは、主要な対策
が行われており、評価が高い。

各項目群での日本の評価 諸外国との比較（最新実績）
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①

②

③

④

⑤⑥

①一次エネルギー自給率
②エネルギー輸入先多様化
③エネルギー源多様度
④チョークポイントリスク低減度
⑤電力の安定供給能力
⑥エネルギー消費のGDP原単位
⑦化石燃料の供給途絶対応能力
⑧蓄電能力
⑨電力サイバーセキュリティ

⑦

⑨

⑧


